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１　はじめに

　1980 年代以降，大気，土地，海洋，生物多様性など全ての面において地球レベルで環境問題が
悪化し続け深刻な状況になりつつあることが問題視され，我々子孫に環境と資源を残す努力，すな
わち「持続可能な開発（sustainable development）」を各人が意識し行動することの重要性が言われ
るようになり，そのための教育すなわち ESD（Education of Sustainable Development，持続発展教育）
への取り組みが世界的に行われるようになった 1）。ESD が掲げる教育は，自然環境に特化したも
のではなく，「人間の尊厳」「社会的・経済的に公平な社会」「文化的な多様性の尊重」「将来世代へ
の責任」「人は自然の一部」など幅広いが 2），いずれも既存の教科による単独教育では深い理解に
導くことは難しく，学校教育の中で ESD を進める上での難しさの一因となっている。
　日本における ESD への着手は遅く，2002 年にヨハネスブルグサミットにおいて「ESD の 10 年」
を提案してから本格的な取り組みがスタートし，2005 年～ 2014 年の間 ESD の推進が図られた。
2008 年（平成 20 年）の教育推進基本計画では「持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取り
組みの推進」が示され，これに準じて平成 21，22 年告示の学習指導要領では，小中学校の社会，
理科，家庭科をはじめとする ESD に関連する各教科で，特に自然環境に関するものを中心に持続
可能性に関する教育が盛り込まれた。しかし，それ以前の教育と同様，社会では環境問題の歴史，
理科では生態系バランスの損失や遺伝障害のメカニズムなど，各教科の視点から捉えた知識教育に
とどまり，教科縦割り教育による実生活への応用力の弱さといった問題は未だ解決されていない。
環境教育を総合的に扱い実生活への応用を重視した場合，教科としては家庭科がその目的に合致す
る。家庭科の教科書をたどってみると，H21 年以前の指導要領のもとでも ESD に関わる環境教育
は扱われていた。しかし，衣分野における reduce・reuse・recycle といった 3R や，住分野の冷暖
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房をなるべく使用せずに快適に住まう方法など，エネルギー消費の低減を主とし，食分野において
は廃棄量を減らすエコクッキングなどが補足的に扱われているのみで，食生活と環境の視点に立っ
た教育はほとんどなされておらず，内容は非常に限られたものであった。「ESD の 10 年」の取り
組み以降も，それまでの衣・住分野の教育を強化するのみで，地産地消といった言葉が扱われはす
るものの，自身の住む地域を知るといった意味合いが強く，環境負荷の低減などその内実に迫るも
のにはなっておらず食分野での新たな進展などは見られなかった。現在，日本では食は非常に豊か
だが，そのほとんどは海外に依存し，国内の食の生産力は減退し生産環境の悪化に拍車がかかって
いる。自身の食の選択が環境悪化に大きな影響を与えていることに気づくことは難しく，問題意識
が持てるよう学校教育として取り上げる必要がある。食育によって健康寿命を全うするための予防
的な栄養教育については一定の成果を挙げているが，このままでは食資源の不足により知識はあっ
ても栄養バランスを取る手段がなくなる危険性がある。衣・住生活以上に食生活は自然環境との関
連性が高く，今後の食分野での ESD はより重要性を増すと考えられる。
　食生活における ESD を行う場については，
これまでの食育に倣うことも考えられるが現
実的ではない。食育は，独立した教科として
ではなく，栄養教諭のサポートを適宜うけな
がら生活科や家庭科の授業を時には利用し，
特に学校給食を生きた教材として用い実践的
に学ぶことが推奨され，主に小学校で盛んに行われている。食育基本法に基づく食育推進計画の中
では，学校給食における地産地消，米飯給食の促進を謳い，地場産率 30％以上を目標としており，
地元で生産された食材を学校給食に取り入れることに力が入れられている。首都圏では難しく東京，
神奈川，京都，大阪などでは 20％未満となっているが，茨城県は全国でも有数の農業の盛んな地
域であり目標とされる 30％を超え，県内の半数以上の市町村では 40％以上の高利用率となってお
り，食教育においては恵まれた環境にあると言える。一方，学校給食に導入された地元食材を利用
しての学習等は学校給食栄養士を兼ねる栄養教諭によるところが大きく，栄養教育だけではなく地
産地消や食資源と環境の関係を含め食生活全般の基礎をさらに築いていくには，各学校に一人の栄
養教諭配置が望まれる。これは，給食調理がセンター方式ではなく全て自校方式になることを意味
する。自校方式給食は，小規模なため仕入れの小回りがきき易く，地元の産物を取り入れやすくなり，
食教育にとってもより望ましい。しかし，自校方式の割合は全国では 4 割，茨城県では約 2 割と低
く（表 1），自校方式への転換は多大な費用がかかるため今後増加の見込みはない。地産地消をは
じめとする食生活における ESD を行う場として，給食の時間と栄養教諭によるやりくりでは時間
と人材いずれにおいても厳しく，充実した内容を構築することは困難であり，食における ESD の
教育は家庭科などの教科の教育として取り組む必要があると考えられる。
　ESD が既存の教科教育と異なり教育の難しさが特にあるとされる点として，知識が実際の行動につ
ながらないといった問題がある。国民の環境問題への関心は年々高まっているが 3），学習で得た知識は
実際の環境行動の発動にはほとんどつながっておらず，環境教育では学習した内容に対する実生活へ
の関連づけが特に重要とされる 4）。「ESD の 10 年」を小中高と過ごし ESD を受けてきた大学生を対象
に，自身が普段実行している環境配慮行動について我々が調査したところ，7 割強が「レジ袋をあまり
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使わない」，約半数が「節電・節水」，「自動車等の乗り物を控える」，「食べ物を残さない」と多かった
が，食生活における「地域の食材や国産といったなるべく自身に近い食材を利用する」を選択した人
はほとんどいなかった。更に，大学生らの食物選択の決定要因について調べたところ，優先順位は「お
いしさ」＞「手軽さ・簡便さ」＞「健康・栄養」＞「値段・安さ」＞「環境」であり，環境に配慮し
た食物選択行動はほぼされていないものと考えられた。これは，環境配慮行動として学習したことが
印象に残り実際の行動に移されているのは，エネルギーの浪費を主とする環境負荷がイメージされや
すいものに限られ，地産地消などについては習ってはいるが食生活における環境配慮行動として実際
にはほとんど実行されていないことを示唆している。環境教育で学習した内容を行動に結びつける方
法として，知識を実際の生活にすり合わせる体験学習が有効であり，ESD における環境教育は単なる
環境によいことを教育するだけではなく，自然環境の維持と生活の利便性の間にあるジレンマを考え
させることが重要であるとされ 5）6），その教育方法の一つとしてカードゲームの有効性が報告されてい
る 7）。これは環境によいことは頭では理解していても行動に移せない要因に向き合うことであり，この
欠損がESDが目指す持続可能性に配慮した環境行動をとる結果につながらない要因であるとしている。
更に，広瀬は環境行動が頭で理解された正論通りに実行化されないジレンマについて，環境配慮行動
に至る意思決定の規定因は目的意図と行動意図の大きく 2 つに分類されるとしている（図 1）4）。
　以上のことを踏まえ，本研究は家庭科教育の食分野において ESD の導入を試み，食生活が環境
と密接に関わり，サステナビリティを考慮した食物選択という考え方に気づかせることをテーマに，
普段の生活により実行性の高い教育手段について知見を得ることを目的とした。特に小学生は食生
活の基盤が形成される時期であること，また，小学校では近年地産地消をはじめ地域のことについ
て体験的に触れる学習の取り組みが盛んに行われており，それに連動する形で授業内容を組み立て
やすいこと，これらを鑑み小学校高学年の家庭科の授業を研究対象とし検討した。

２　研究方法

　茨城県内の公立小学校 A 校に通う 6 年生 2 クラス全 62 名（a クラス：32 名，b クラス：30 名，男子：
24 名，女子：38 名）を対象に，2014 年 10 月～ 12 月に ESD を導入した環境教育の実践授業及び
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環境配慮行動に関する調査を行った。
　実践授業前のアンケート調査では，対象児童の「環境教育に対する認知」「環境に配慮した行動
の認知」「食と環境の関係理解」「普段の自身の環境配慮意識と行動レベル」を明らかにすることを
目的として，選択式及び自由記述式を含む調査を行った。事前アンケートでの配布数は 62，回収
数 61（98.4％），有効回答数 60 であった。
　実践授業は，2 時間続きの家庭科の授業を想定し，環境教育においては特に実生活にすり合わせ
られる体験的な学習がより重要視されていることから，以下の 3 つの体験的教育方法を試み，どの
ような体験的授業が環境教育として最も教育効果が高いか検討した。
① 紙芝居による消費者の食物選択が生産者に及ぼす影響の理解【静的ビジュアル教材】（図 2）
② 近隣の豆腐店へのインタビュービデオを用いた食の供給不安に対する理解【動的ビジュアル教
　材】（表 2）
③ 環境行動における理論と実行の間にあるジレンマを体験するための買物ゲーム【実動教材】　　
　（図 3）
授業は①～③の順で行った。なお，活動の多い体験的学習では，対象児童とのスムーズなやり取り
が進行上重要であるため，実践授業に向けて事前に 10 回程度，学校に赴き観察交流の機会を設けた。
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　実践授業後，行われた各教育方法に対する印象のほか，日常の生活で環境に対する意識や行動に
変化があったか確認する目的で，アンケート調査を行った。授業後のアンケート調査は，実生活へ
の授業効果を見るため，実践授業を行ってから 2 週間後に行い，事前調査と同様に選択式と自由記
述式により行った。事後アンケート調査の配布数は 62，回収数 58（93.5％），有効回答数 58 であった。
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３　結果及び考察

　食教育を教科教育として扱っているのは家庭科であり，実生活への実行性を求める ESD と家庭
科は添うものがある。各人の食生活の基礎は幼少期に構築されるため，食教育は小学校が好適であ
り，食育も小学校がメインとなっている。小学校では家庭科は高学年に限られ授業時間数的には少
ないが，現在の栄養教育への偏りを見直すことで小学校家庭科食分野の教育に ESD を取り入れる
ことは十分可能と考えられる。食生活の基本姿勢として食べられることが自然の恩恵に支えられ貴
重であること，いつ食べ物が手に入らなくなってもおかしくないといった意識を育むことは重要で
あり，栄養教育のような知識学習と異なり，自然の怖さを意識の深いところで理解することは小学
生といった体験的学習が組みやすい余裕のある時期に行うことが望ましい。これらのことから，小
学校 6 年生の家庭科食分野の授業 2 時間分を想定し，栄養的視点だけではなく自然環境との共生
といった視点を取り入れた食物選択について考える授業を茨城県の公立小学校にて実践した。
　実践授業の対象となった小学校 6 年生の児童らは，今回の実践授業以前に，総合学習の時間等で
環境に関する教育を受けており，5 年生の時には地産地消の学習の一環として豆腐作りを体験して
いた。この学習を利用しイメージングしやすいよう教材として大豆を中心テーマに据え実践授業を
構成した。はじめにビジュアル教材として豆腐に関する紙芝居を用意し，読み聞かせの教育効果を
検討した。紙芝居では，現在の日本における大豆の自給率が 1 割弱と非常に少なく豆腐の価格の安
さは輸入大豆によるところが大きいこと，国産大豆と輸入大豆の違い，豆腐の価格の差が生まれる
要因，日本で大豆の生産が難しい理由，今後の日本での営農の難しさなどを理解させることを目的
とした（図 2）。現在の児童らは，テレビやインターネットなどの動画によって，よりリアルに視
聴できるものが豊富にある環境で育っているため，静止画の紙芝居による読み聞かせに対しては集
中力を欠き理解度が下がるのではないかと考えたが，20 分余りの紙芝居の間，児童らは静まり返
り集中して聞いていた。事後アンケート調査における自由記述でも，「紙芝居が分かりやすかった」

「もっと先が見たいと思った」など，印象に強く残ったことが推察される記述が複数見られた（表 3）。
短時間に事実理解をさせるための疑似体験の手段として，動画によらずともストーリーの内容がよ
り身近でイメージングしやすく適当であれば，静止画教材は理論を実生活にすり合わせるための教
材として十分活用可能であることが推察された。
　紙芝居に続いて地域の豆腐屋さんにインタビューしたビデオを教材として用い，動画ビジュアル
教材の教育効果について検討した。大豆を加工して消費者に豆腐を届ける第 2 の生産者である豆腐
屋さんは，消費者に最も近い生産者であり，且つ，農産物を直接扱うため現在の日本の食料生産状
況について問題意識が高い。紙芝居では，我々が食べている豆腐の原材料である大豆について，そ
の生産における問題を取り上げ，豆腐の安さと価格差の裏側を学んだが，それに続く地域の身近な
豆腐屋さんの動画教材は，実生活へのイメージングをより深いものにできるのではないかと期待し
た。授業後のアンケート調査では，大豆農家も含め，生産者の大変な状況，自分たち消費者の食物
選択が影響していることについて，より身近なこととして理解されたことを示す記述が多く見られ
た（表 3）。理論を実生活にすり合わせる教材として，動画・静止画どちらがより効果的か今回の
結果からは推察不可能だが，動画ビジュアル教材では特に共感といった感情の揺さぶりをかけるこ
とに働き，環境行動のモチベーションにつながるものと考えられた。時間をかけた実体験学習が難
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しい場合，静止画・動画いずれのビジュアル教材も知識を実生活にすり合わせるためのステップと
して有効な教育手段になりうると推察された。
　次に，カードゲームを利用した疑似体験学習を行った。カードゲームの前に行った紙芝居，ビデ
オ教材による教育では，生産者を支えるのは自分たち消費者の食物選択，すなわち自分たちの食生
活のあり方にあることに気付かせる内容であり，環境によい行動についての知識教育に相当するも
のであった。カードゲームでは，理論上環境や生産者に対してよいと考えられる消費者行動を実際
にとることは現実的には非常に難しいということについて理解させることを目的とした。環境教育
では，環境行動を起こす過程に理論と実際との間にジレンマが存在し，そのジレンマを認知し超え
ることの重要性について理解させることがより重要とされている。カードゲームはこのジレンマの
疑似体験学習に相当する。紙芝居とビデオによる学習だけでは，環境行動としての正論が理解され
ただけで，現実とは遠い自分には関係のない世界の話として終始し，自ら環境行動を起こすことに
つながらないが，授業後の自由記述アンケートでは，紙芝居やビデオで学んだ生産者を支える消費
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行動の一つの方向性をその理解のまま行動することが現実にはいかに難しいか，カードゲーム学習
の中でほとんどの児童が体感できたものと推察された（表 3）。
　児童らの授業前後の環境に対する意識・行動の変化を見るため，授業前後に行ったアンケート調
査において，質問項目のうち広瀬が報告している環境配慮的行動の 6 つの規定因に適合する内容で，
小学生に対する質問内容として適切な形にアレンジした質問を 3 つずつ用意し（表 4），授業前後
で同じ質問をし，回答の変化から検
討した。各質問に対し，とてもそう
思う，だいたいそう思う，そう思わ
ない，全くそう思わないの 4 段階で
回答してもらい，4 段階の回答に対
して＋ 2 ～－ 2 の数値を与え，結果
について統計的検討（t 検定）を行っ
た。授業前の回答結果を図 4 に示
した。環境行動の理論的理解に相当
する「環境にやさしくといった目標
意図」にグルーピングされる項目に
ついては，これまでに環境に関する
教育を受けていることもあり数値は
全般的に高かったが，実際の自身の
生活において環境行動を後押しする

「行動意図」にグルーピングされる
項目は全体的に点数が低かった。こ
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の結果は，環境によい行動は頭では理解
しているが環境問題は自分の生活からは
切り離された状態にあることを示唆する
ものであり，一般に言われているように
実践授業の対象となった小学生について
も，環境行動において理論と実践との間
に乖離のあることが推察された。今回の
食生活と環境の関係について扱った実践
授業後のアンケート調査は授業後の行動
変化を見るため 2 週間ほど時間を置いてから行ったが，実践授業前の結果と比較検討したところ，
１回の授業のみであったので全体的な数値の伸びといった大きな変化は見られなかったが，行動意
図の便益・費用評価に関する質問（表 4 における網掛けした項目）においては，統計的有意差はなかっ
たものの，3 つの質問とも一様の数値の伸びが見られた（図 5）。いずれも理論と実行動との間に
あるジレンマを超えるか否かに関する質問であり，カードゲーム教育の内容に合致性が高く，カー
ドゲームのジレンマ体験学習の記憶が影響したものと推察された。1 回の授業であったが，ジレン
マ体験学習は時間を経ても強く印象に残り行動に影響をもたらす可能性が高いことを示唆する結果
と考えられ，環境学習において効果の高い学習方法であると考えられた。
　3 つの教材による教育方法，すなわち静止画ビジュアル教材，動画ビジュアル教材，実動的ゲー
ム教材のうち，どの方法が最も環境教育において効果が高いか検討したところ，授業後のアンケー
トにおける自由記述での指摘が最も多かったのはカードゲーム教材で，自身で悩み考え選択する一
連の作業は見聞きして学ぶ受身の学習よりも永続的に深く印象に残りやすいものと考えられた。し
かし，ビジュアル教材が一概に効果が低いということではなく，静止画，動画に関わらず，感情の
揺さぶりをかけることにおいては有効であったと考えられ，生産者への共感意識を高め，行動の喚
起につながることが授業後アンケートにおける自由記述内容から推察可能であり（表 3），カード
ゲーム教材によるジレンマ体験学習の効果を高めた可能性が高い。ビジュアル教材は共感意識を高
めることに，実動型ゲーム教材は現実にすり合わせた行動を深く考えることにそれぞれ異なる効果
があると考えられ，ビジュアル教材，実動型ゲーム教材，いずれも単なる一方的な知識供与型の教
育よりも，得た知識を行動に移すための意識を高めることに寄与し，ESD 教材として有効である
と考えられた。

４ まとめ

　本研究により，以下の点が明らかになった。
・ 現在の小学生においても，環境によい行動についてある程度知識はあるが，その知識は自分の生

活に関連付けられてはおらず，環境行動における理論と実行との間の乖離があり，知識を実際の
行動につなげる環境教育の必要性が考えられた。

・ 知識を実際の行動につなげる環境教育の方法として，実生活をモデルにしたビジュアル教材，実
動型カードゲーム教材を実践し，共感感情の強い揺さぶり，ジレンマ体験による深い思考といっ
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たそれぞれの教育効果があり，いずれの教育方法も環境行動の実行性を高めることに寄与するも
のと推察された。

・ カードゲームでのジレンマ体験学習など，自ら考え選択する学習はより強く持続性のある記憶に
なることが示唆され，ESD の行動要因となる学習教材として応用性があると考えられた。
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